
令和４年度

業務案内

評議員・理事・監事 （令和4年7月現在）

横木　裕宗
亀田　哲也
永島　公孝
下山田和司
石黒　洋子
吉添　裕明
鈴木　敏博
堀江　英夫
松山　和規
皆川　和彦
皆川　桂一
石川　博章
山口　伸樹
神達　岳志
小泉　尚義
角田　英樹 
黒澤　輝子
羽成　英臣
中島　敏之
篠原　　勉

●評議員

●理　事

●監　事

会　　長

理 事 長
専務理事
常務理事

茨城大学工学部教授
亀田法律事務所　弁護士
永島公認会計士事務所　税理士
（株）常陽産業研究所　取締役社長
（有）マツバラデザイン代表取締役
（公財）茨城県総合健診協会副会長
（株）水戸三の丸パーキング代表取締役
茨城県市長会・町村会常務理事兼事務局長
茨城県土木部次長
（前）茨城県土木部次長
（元）茨城県県西県民センター長
（前）茨城県常陸大宮土木事務所長
笠間市長
常総市長
小泉法律事務所　弁護士
（公社）茨城県水質保全協会専務理事
（株）クロサワ眼鏡店取締役相談役
茨城県土木部次長
（社福）茨城県社会福祉事業団理事長
篠原税理士事務所　税理士

一般財団法人茨城県建設技術公社　理事長 皆川　和彦

当公社は、昭和４１年の創立以来、５６年間にわたり蓄積してきた技術と経験を活かし、一貫して

建設行政の支援を行って県勢の発展や県民生活の向上に大きく寄与してまいりました。

公社の業務は、公益目的事業と収益目的事業の２本を柱としており、公益目的事業では「初任者

向けなどの各種研修」「若手職員育成支援」「災害復旧の技術的支援」「建設事業に関する技術

相談」「電子入札システムや土木設計積算システムの運営」などに取り組むとともに、収益目的事業

では「工事費積算や工事監督補助」「橋梁長寿命化等の支援」などを実施し、社会資本整備事業の

円滑な執行や地方公共団体職員の技術力向上に努めています。

今年度は、インフラ分野のＤＸなど県や市町村を取り巻く環境の変化によって生じてきている当公

社への新たなニーズに的確に対応するとともに、防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対

策へも積極的に支援してまいります。また、平成２９年度から最新技術の導入を図るなど、先駆的な

取り組みを進めてきた社会貢献事業についても有益な成果が得られるよう取り組んでまいります。

加えて、直近の事例をもとに災害復旧事務に係る講習会を実施するほか、災害発生時には調査

設計・図書作成や、令和２年度に発足させたドローン空撮支援隊「技術公社Team Sky」による被災

状況把握などの自治体支援を最優先で実施するなど、行政のニーズに的確・迅速な対応が図れるよ

う、職員一同さらなる技術の研鑽に努め、真摯に業務に取り組んでまいります。

ご 挨 拶概　　要 本部・各支部の所在地
一般財団法人茨城県建設技術公社
昭和４１年４月１日（社団法人茨城県建設コンサルタントの設立）
７４,１７５千円　（社）茨城県建設コンサルタント …………

茨城県水戸市笠原町９７８番２５
昭和４１年４月１日　社団法人茨城県建設コンサルタント設立
昭和６３年４月１日　財団法人茨城県建設技術公社設立
平成２４年４月１日　一般財団法人へ移行
　当公社は、前身である社団法人茨城県建設コンサルタントを母体に県及
び市町村の出捐によって設立されました。
　地方公共団体における建設行政の円滑的な執行を支援することにより、
建設事業の促進を図り、良質な社会資本の整備と地域の振興発展に寄与す
る事を目的としております。

茨城県 ……………………………………
市町村 ……………………………………

５９,２３５千円
１０,０００千円
４,９４０千円

名 称
創立年月日
基 本 財 産

所 在 地
沿 革

設 立 目 的

役職員数　144人（併任職員含む）

理事長
専務理事 総　務　部

管　理　部

総　　務　　課
経　　理　　課
企 画 研 修 課
施 設 管 理 課
施 工 管 理 課

庶　　務　　課
技　　術　　課
区 画 整 理 課

土木施設マネジメント課
建　　築　　課
技 術 第 一 課
技 術 第 二 課

庶　　務　　課
技　　術　　課

技術第一部

技術第二部

県 南 支 部

県 西 支 部

常務理事

組　　織 （令和4年7月現在）

令和4年7月

水門上部工事
（積算・工事監督補助業務：茨城港湾事務所大洗港区事業所）

要請による出張研修（常陸大宮市）

偕楽園公園好文亭（楽寿楼）耐震補強工事
（工事監督補助業務：水戸土木事務所）

トンネル工事（上曽トンネル）
（積算・工事監督補助業務：筑西土木事務所、土浦土木事務所）

資格保有者数 （令和4年7月現在）

技術士（建設部門）

技術士（総合技術監理部門）

技術士（上下水道部門）

技術士補

ＲＣＣＭ

一級建築士

二級建築士

コンクリ－ト診断士

土木鋼構造診断士補

公共工事品質確保技術者（Ⅱ）

測量士

測量士補

２

１

１

９

４

２

５

２

２

１５

１１

２２

資格種別 人数
１級土木施工管理技士

１級土木施工管理技士補

２級土木施工管理技士

２級土木施工管理技士補

１級建築施工管理技士

１級造園施工管理技士

１級管工事施工管理技士

１級舗装施工管理技術者

土地区画整理士

下水道第２種技術検定

排水設備主任技術者

道路橋点検士

２８

１

７

１

１

３

１

４

４

４

１

３

資格種別 人数
監理技術者

宅地建物取引士

茨城県被災宅地危険度判定士

ＶＥリ－ダ－

高所作業車技能

CALS／ECインストラクタ－

ＳＸＦ技術者検定

ソフトウェア開発技術者

基本情報技術者

ＩＴパスポ－ト

第二種衛生管理

２

２

６

１

３

３

２

１

２

１

１

資格種別 人数

合計158人



令和４年度

業務案内

評議員・理事・監事 （令和4年7月現在）

横木　裕宗
亀田　哲也
永島　公孝
下山田和司
石黒　洋子
吉添　裕明
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堀江　英夫
松山　和規
皆川　和彦
皆川　桂一
石川　博章
山口　伸樹
神達　岳志
小泉　尚義
角田　英樹 
黒澤　輝子
羽成　英臣
中島　敏之
篠原　　勉

●評議員

●理　事

●監　事

会　　長

理 事 長
専務理事
常務理事

茨城大学工学部教授
亀田法律事務所　弁護士
永島公認会計士事務所　税理士
（株）常陽産業研究所　取締役社長
（有）マツバラデザイン代表取締役
（公財）茨城県総合健診協会副会長
（株）水戸三の丸パーキング代表取締役
茨城県市長会・町村会常務理事兼事務局長
茨城県土木部次長
（前）茨城県土木部次長
（元）茨城県県西県民センター長
（前）茨城県常陸大宮土木事務所長
笠間市長
常総市長
小泉法律事務所　弁護士
（公社）茨城県水質保全協会専務理事
（株）クロサワ眼鏡店取締役相談役
茨城県土木部次長
（社福）茨城県社会福祉事業団理事長
篠原税理士事務所　税理士

一般財団法人茨城県建設技術公社　理事長 皆川　和彦

当公社は、昭和４１年の創立以来、５６年間にわたり蓄積してきた技術と経験を活かし、一貫して

建設行政の支援を行って県勢の発展や県民生活の向上に大きく寄与してまいりました。

公社の業務は、公益目的事業と収益目的事業の２本を柱としており、公益目的事業では「初任者

向けなどの各種研修」「若手職員育成支援」「災害復旧の技術的支援」「建設事業に関する技術

相談」「電子入札システムや土木設計積算システムの運営」などに取り組むとともに、収益目的事業

では「工事費積算や工事監督補助」「橋梁長寿命化等の支援」などを実施し、社会資本整備事業の

円滑な執行や地方公共団体職員の技術力向上に努めています。

今年度は、インフラ分野のＤＸなど県や市町村を取り巻く環境の変化によって生じてきている当公

社への新たなニーズに的確に対応するとともに、防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対

策へも積極的に支援してまいります。また、平成２９年度から最新技術の導入を図るなど、先駆的な

取り組みを進めてきた社会貢献事業についても有益な成果が得られるよう取り組んでまいります。

加えて、直近の事例をもとに災害復旧事務に係る講習会を実施するほか、災害発生時には調査

設計・図書作成や、令和２年度に発足させたドローン空撮支援隊「技術公社Team Sky」による被災

状況把握などの自治体支援を最優先で実施するなど、行政のニーズに的確・迅速な対応が図れるよ

う、職員一同さらなる技術の研鑽に努め、真摯に業務に取り組んでまいります。

ご 挨 拶概　　要 本部・各支部の所在地
一般財団法人茨城県建設技術公社
昭和４１年４月１日（社団法人茨城県建設コンサルタントの設立）
７４,１７５千円　（社）茨城県建設コンサルタント …………

茨城県水戸市笠原町９７８番２５
昭和４１年４月１日　社団法人茨城県建設コンサルタント設立
昭和６３年４月１日　財団法人茨城県建設技術公社設立
平成２４年４月１日　一般財団法人へ移行
　当公社は、前身である社団法人茨城県建設コンサルタントを母体に県及
び市町村の出捐によって設立されました。
　地方公共団体における建設行政の円滑的な執行を支援することにより、
建設事業の促進を図り、良質な社会資本の整備と地域の振興発展に寄与す
る事を目的としております。

茨城県 ……………………………………
市町村 ……………………………………

５９,２３５千円
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４,９４０千円
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管　理　部
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庶　　務　　課
技　　術　　課
区 画 整 理 課

土木施設マネジメント課
建　　築　　課
技 術 第 一 課
技 術 第 二 課

庶　　務　　課
技　　術　　課

技術第一部

技術第二部

県 南 支 部

県 西 支 部

常務理事

組　　織 （令和4年7月現在）

令和4年7月

水門上部工事
（積算・工事監督補助業務：茨城港湾事務所大洗港区事業所）

要請による出張研修（常陸大宮市）

偕楽園公園好文亭（楽寿楼）耐震補強工事
（工事監督補助業務：水戸土木事務所）

トンネル工事（上曽トンネル）
（積算・工事監督補助業務：筑西土木事務所、土浦土木事務所）

資格保有者数 （令和4年7月現在）

技術士（建設部門）

技術士（総合技術監理部門）

技術士（上下水道部門）

技術士補

ＲＣＣＭ

一級建築士

二級建築士

コンクリ－ト診断士

土木鋼構造診断士補

公共工事品質確保技術者（Ⅱ）

測量士

測量士補
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資格種別 人数
１級土木施工管理技士

１級土木施工管理技士補

２級土木施工管理技士

２級土木施工管理技士補

１級建築施工管理技士

１級造園施工管理技士

１級管工事施工管理技士

１級舗装施工管理技術者

土地区画整理士

下水道第２種技術検定

排水設備主任技術者

道路橋点検士
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監理技術者

宅地建物取引士

茨城県被災宅地危険度判定士

ＶＥリ－ダ－

高所作業車技能

CALS／ECインストラクタ－

ＳＸＦ技術者検定

ソフトウェア開発技術者

基本情報技術者

ＩＴパスポ－ト

第二種衛生管理
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資格種別 人数

合計158人



●令和３年度……………… ３事務所 

公益目的事業

収益目的事業 

公共工事発注者支援

業務の内容

■技術職員の技術力向上 

 ● 初任者向け研修              【 県・市町村    １９３名】４講座

 ● 短期派遣研修（全国建設研修センター）   【 市町村 ３３名】２３講座

 ● 専門分野別研修              【 県・市町村    １８名】１講座

 ● 建設IT研修 【 県・市町村・民間 ２８９名】６講座

 ● 出張研修                 【 県・市・民間  １０８名】３講座

●令和３年度

公共施設の建設・維持管理に携わる職員を対象に各種研修を実施します。

●令和３年度
 ● 茨城県土木技術発表会

■建設行政に関する広報などの発信（後援・協賛）

●令和３年度
 ● 建設工事等電子入札システム 県・２９市町村 
 ● 入札参加資格電子申請システム 県・２８市町村
 ● 土木設計積算システム 県・４４市町村・１組合 

…………………
………………

…………………………

■公共事業支援統合情報システム（建設CALS/EC）の運営及びサポート 
　入札に関する手続きについて、発注者・受注者双方の事務の軽減を図るため、電子化システムを
共同利用する茨城県建設 CALS/EC共同利用センターを運営します。

 公益的事業

●
●
●
●
●

平成29年度 ……………
平成30年度 ……………
令和元年度 ……………
令和２年度 ……………
令和３年度 ……………

５件選択（県３件・市町村１件・自主１件）
２件選択（県１件・市町村１件）
６件選択（県３件・市町村２件・自主１件）
３件選択（県２件・市町村１件）
４件選択（県４件）

■社会貢献事業

■若手職員育成支援業務
県の職員を対象とした若手育成支援業務を実施しております。
技術指導員が、職場に出向いて、対象とする若手職員への育成支援を行います。

〈主な支援内容〉
・設計・積算を遂行するための助言・指導

・建設業法や労働安全衛生法等関連法令の周知

・現場監督業務の助言・指導（現場管理・品質管理・検査業務等）

・調査・設計等に関して、特に重要な事項についての助言

 ● 調査・測量・設計等 ………………
 ● 工事の監督補助 ……………………

２０６件
２７１件

 ● 工事費積算 …………………………
 ● 建築物の工事監理 ………………………

７１０件
９件

●令和３年度

 ● 県施工土地区画整理事業の支援（土浦土木事務所つくば支所駐在）
●令和３年度

■土木工事・建築工事（災害復旧事業含む）
計画から設計、積算及び工事監督補助の各段階について、支援を行います。

■土地区画整理事業
 ● 県施工の土地区画整理事業においては、事業進捗や権利に関する情報等の管理を行い、宅地
　品質管理等に関して駐在の形にて職員補助を行っています。
 ● 土地造成事業においても、積算・施工管理を行い、土工計画や工事展開の検討等に関して
　駐在の形にて職員補助を行っています。

北沢トンネル
（積算・工事監督補助業務：常陸太田工事事務所）

国道118号袋田バイパス
（積算業務：常陸大宮土木事務所大子工務所）

非常用発電機棟建築工事
（積算・工事監理業務：鹿行水道事務所）

竜ケ崎第二高等学校  南側法面改修工事
（設計・積算・工事監督補助業務：竜ケ崎第二高等学校）

電子納品保管

現在は、県発注の委託業務及び工事成果を保管しています。

公共施設管理者支援

 ● 道路台帳……………………
 ● 橋梁台帳………………………
 ● トンネル台帳……………………
 ● 公園台帳…………………………
 ● 特定建築物定期報告調査………

１２９件
３９件
１件
２件
２件

●令和３年度

■台帳整備等
道路、橋梁、河川、湾岸等の台帳の新設、更新を行います。

■日常管理補助
公共施設について、日常管理補助を行います。

 ● 県管理７ダムの日常巡視
●令和３年度

■橋梁長寿命化
 ● 地域一括発注の担い手として、橋梁点検を実施します。
 ● 維持管理をするうえで重要なデータについて、「いばらき橋梁情報管理システム」により

　保管します。

近接目視による橋梁点検…………… １２市町　 ７８５件
●令和３年度

泉橋（古河市） 杉の下橋（大子町）

道路台帳更新データ入力状況

市町村職員建設ＩＴ研修（積算システム）

●令和３年度……………… ６２件  

 ■公共施設等災害復旧の技術的支援
　河川・道路災害復旧実務要領や直近の事例をもと
に、災害復旧事務にかかる研修会を実施します。
　大規模災害又は危険個所については、ドローンに
よる映像提供を行います。

■建設事業に関する技術相談
　県及び市町村の職員からの相談に電話、メール、
或いは、直接出向くなどして対応します。

ドローンによる台風19号被災状況調査
（浅川：検査指導課）

災害調査等支援

■災害復旧事業申請手続きの支援
　災害発生から災害査定までの国庫負担金申請にかかる
調査・設計及び図書作成に最優先で対応します。

災害　令和３年９月地すべり…１箇所
　　　令和３年台風１６号 ……１箇所

●令和３年度

災害復旧工事
（査定設計書作成業務：常陸大宮土木事務所大子工務所）

■建設事業に関する図書製作・販売
建設事業に携わる方たちの業務に
役立つ図書を販売します。

 ● 河川・道路災害復旧実務要領(案)
　（R3改訂版販売中）

県及び市町村が最新技術の導入など、先駆的な取組を試みようとするときに、共同実施者になる
とともに事業に要する費用は当公社が負担します。なお、社会貢献事業は、県及び市町村が企画し実行
する提案型事業と、当公社が企画・実行する自主型事業の２形態があり、その成果を広く提供します。



●令和３年度……………… ３事務所 
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収益目的事業 

公共工事発注者支援
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●
●
●
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■社会貢献事業

■若手職員育成支援業務
県の職員を対象とした若手育成支援業務を実施しております。
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７１０件
９件

●令和３年度

 ● 県施工土地区画整理事業の支援（土浦土木事務所つくば支所駐在）
●令和３年度

■土木工事・建築工事（災害復旧事業含む）
計画から設計、積算及び工事監督補助の各段階について、支援を行います。

■土地区画整理事業
 ● 県施工の土地区画整理事業においては、事業進捗や権利に関する情報等の管理を行い、宅地
　品質管理等に関して駐在の形にて職員補助を行っています。
 ● 土地造成事業においても、積算・施工管理を行い、土工計画や工事展開の検討等に関して
　駐在の形にて職員補助を行っています。
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竜ケ崎第二高等学校  南側法面改修工事
（設計・積算・工事監督補助業務：竜ケ崎第二高等学校）
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現在は、県発注の委託業務及び工事成果を保管しています。
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道路、橋梁、河川、湾岸等の台帳の新設、更新を行います。

■日常管理補助
公共施設について、日常管理補助を行います。

 ● 県管理７ダムの日常巡視
●令和３年度

■橋梁長寿命化
 ● 地域一括発注の担い手として、橋梁点検を実施します。
 ● 維持管理をするうえで重要なデータについて、「いばらき橋梁情報管理システム」により

　保管します。

近接目視による橋梁点検…………… １２市町　 ７８５件
●令和３年度

泉橋（古河市） 杉の下橋（大子町）

道路台帳更新データ入力状況

市町村職員建設ＩＴ研修（積算システム）

●令和３年度……………… ６２件  

 ■公共施設等災害復旧の技術的支援
　河川・道路災害復旧実務要領や直近の事例をもと
に、災害復旧事務にかかる研修会を実施します。
　大規模災害又は危険個所については、ドローンに
よる映像提供を行います。

■建設事業に関する技術相談
　県及び市町村の職員からの相談に電話、メール、
或いは、直接出向くなどして対応します。

ドローンによる台風19号被災状況調査
（浅川：検査指導課）

災害調査等支援

■災害復旧事業申請手続きの支援
　災害発生から災害査定までの国庫負担金申請にかかる
調査・設計及び図書作成に最優先で対応します。

災害　令和３年９月地すべり…１箇所
　　　令和３年台風１６号 ……１箇所

●令和３年度

災害復旧工事
（査定設計書作成業務：常陸大宮土木事務所大子工務所）

■建設事業に関する図書製作・販売
建設事業に携わる方たちの業務に
役立つ図書を販売します。

 ● 河川・道路災害復旧実務要領(案)
　（R3改訂版販売中）

県及び市町村が最新技術の導入など、先駆的な取組を試みようとするときに、共同実施者になる
とともに事業に要する費用は当公社が負担します。なお、社会貢献事業は、県及び市町村が企画し実行
する提案型事業と、当公社が企画・実行する自主型事業の２形態があり、その成果を広く提供します。


